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１. 財産及び損益の状況の推移
(1) 企業集団の財産及び損益の状況

期 別
項目別

第21期
(2019年５月期)

第22期
(2020年５月期)

第23期
(2021年５月期)

第24期
(2022年５月期)

(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 1,879,390 1,927,915 1,032,850 500,264

経 常 利 益 (千円) 25,820 △7,705 △147,364 3,052

親会社株主に帰属

する当期純利益
(千円) 22,523 △48,075 △110,958 4,006

１ 株 当 た り
(円) 3.00 △6.41 △14.79 0.53

当 期 純 利 益

純 資 産 (千円) 758,127 704,105 615,565 642,097

総 資 産 (千円) 1,239,072 1,090,739 916,939 1,034,485

（注）1.記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
2.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
3.△は損失を表しております。
4.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から

適用しております。財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の指標となってお
ります。詳細は、「連結注記表 ２.会計方針の変更に関する注記」に記載のとおりであります。

5.前連結会計年度の売上高に近似する、当連結会計年度の取扱高は1,344,643千円（前年同期売上高比
30.2％増）となっております。

(2) 当社の財産及び損益の状況

期 別
項目別

第21期
(2019年５月期)

第22期
(2020年５月期)

第23期
(2021年５月期)

第24期
(2022年５月期)

(当事業年度)

売 上 高 (千円) 1,553,102 1,683,967 876,523 387,754

経 常 利 益 (千円) △3,638 △17,318 △126,844 22,318

当 期 純 利 益 (千円) △4,146 △54,532 △36,609 32,731

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益
(円) △0.55 △7.27 △4.88 4.36

純 資 産 (千円) 697,324 642,760 606,995 646,696

総 資 産 (千円) 1,171,276 1,017,768 851,979 974,692

（注）1.記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
2.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数により算出しております。
3.△は損失を表しております。
4.「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用

しております。財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の指標となっておりま
す。詳細は、「個別注記表 ２.会計方針の変更に関する注記」に記載のとおりであります。

5.前事業年度の売上高に近似する、当事業年度の取扱高は1,138,380千円（前年同期売上高比29.9％増）
となっております。
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２. 主要な事業内容（2022年５月31日現在）

当社グループは、日本語のほかにも英語や中国語など多言語によるマーケティ

ング戦略全般を提供するグローバル分野のマーケティング事業及びアセット事業

を展開しております。

当社グループの主なサービス内容は以下の通りであります。

＜マーケティング事業＞

SEO Google等に対するWeb最適化＆上位表示コンサルティング

PPC
ヤフー「Yahoo!広告」、グーグル「Google広告」等、運用型広告に関する出稿取
り扱い＆コストパフォーマンスマネジメント

Web制作 多メディア・多言語（英語・中国語・日本語など）によるWeb制作

その他 Web訪問者のアクセス解析＆コンバージョン最大化コンサルティング(ROI）等

＜アセット事業＞

アセット 現地におけるオフィス・コンドミニアム等の販売・賃貸・転貸・仲介業務

３. 企業集団の主要な拠点（2022年５月31日現在）

(当 社)

本 社：東京都文京区本郷

支 店：沖縄県那覇市久米

(子会社)

海 外：AUN Thai Laboratories Co.,Ltd.（タイ王国）

AUN Global Marketing Pte.Ltd.（シンガポール）

AUN PHILIPPINES INC.（フィリピン）

AUN Vietnam Co., Ltd.（ベトナム）
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４. 従業員の状況（2022年５月31日現在）

(1) 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

65名 ７名減

（注）上記は、正規従業員数の状況であり、契約社員、パートタイマー等の臨時従業員は含んで
おりません。

(2）当社の従業員数

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

41名 ５名減 33.5歳 6.1年

（注）1.上記は、当社の正規従業員数の状況であり、出向社員及び契約社員、パートタイマー等
の臨時従業員は含んでおりません。

2.平均年齢、平均勤続年数は、小数点第１位未満を切り捨てて表示しております。

５. 主要な借入先（2022年５月31日現在）

借入先 借入額

株式会社商工組合中央金庫 100百万円

株式会社三井住友銀行 46百万円

６. 株式及び新株予約権等に関する事項（2022年５月31日現在）

(1) 大株主（上位10位）

株 主 名 持株数(株) 持株比率(％)

BANK JULIUS BAER AND CO.LTD. SINGAPORE CLIENTS 2,551,000 34.00

信 太 明 1,887,500 25.16

小金丸 龍 一 100,700 1.34

合同会社光造パートナーズ 100,000 1.33

坂 田 崇 典 87,500 1.17

株式会社SBI証券 87,167 1.16

楽天証券株式会社 80,200 1.07

藤 原 徹 一 78,400 1.04

アウンコンサルティング社員持株会 57,100 0.76

今 秀 信 50,000 0.67

（注）BANK JULIUS BAER AND CO.LTD. SINGAPORE CLIENTSの持株数2,551,000株は、
ANDY & PARTNERS PTE. LTD.が実質的に所有しております。

(2) 株式に関するその他の重要な事項

① 発行可能株式総数 24,000,000株
② 発行済株式総数 7,502,800株
③ 株主数 2,889名（前期末比201名減)

― 4 ―



(3) 新株予約権に関する事項
①取締役が保有する新株予約権の状況

該当事項はありません。

②当事業年度中に従業員等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

(4) 新株予約権に関するその他の重要な事項
該当事項はありません。

７. 責任限定契約の内容の概要
当社は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する規定を定款に置いております。当該規定に基づき、当社と社外取締
役（監査等委員を含む）全員は責任限定契約を締結しております。当該契約に基
づく損害賠償責任の限度は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額とな
っております。但し、責任限定が認められるのは、当該社外取締役（監査等委員
を含む）が責任の原因となった職務の遂行にあたり善意でかつ重大な過失がない
ときに限定しております。

８. 社外役員の報酬等の総額
社外取締役（監査等委員を除く）１名、社外取締役（監査等委員）３名に対す

る報酬等の総額 7,200千円

（注）監督機能を担う社外取締役については、「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方
針」に基づき、基本報酬のみを支払うこととしております。
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９. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 アスカ監査法人

(注) 当社の会計監査人であった東陽監査法人は、2021年８月24日開催の第23期定時

株主総会終結の時をもって退任いたしました。

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 17,500千円

②当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の金額 17,500千円

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金

融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、

実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額はこれら

の合計額を記載しております。

2. 当社の海外子会社につきましては、P&A Grant Thornton、Bunchikij

Co., Ltd.、AGS AUDITING COMPANY LIMITED、Unity Assurance PAC の 監

査を受けております。

3. 当社監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携

に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査時間・配員計画、監査

の実施状況及び報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会

計監査人の報酬等につき、会社法第399条第1項の同意を行っております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関す

る議案の内容を決定いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項の

いずれかに該当すると判断した場合、監査等委員会は監査等委員全員の同意に基

づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委

員は、解任後最初に招集される株主総会において会計監査人を解任した旨と解任

した理由を報告いたします。
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１０. 業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要

(1) 当社は、内部統制システム構築の基本方針を以下のように定めております。こ

の基本方針に基づき、業務の適正性を確保していくとともに、今後もより効果

的な内部統制の体制を構築できるよう継続的な改善を図ってまいります。

① 当社並びにその子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という）の取

締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

「コンプライアンス・マニュアル」に基づき、法令、定款及び企業倫理等、

遵守すべき具体的な事項についての理解を深め、同時にこれらを遵守する体制

を構築しております。また、内部監査を通じて業務内容及び相互牽制の実態を

把握するとともに、職務の執行が法令・定款及び社内規程に基づき行われてい

るか監査をしております。

法令、定款及び企業倫理等に違反する、あるいは疑義のある行為の社内報告

体制として、「コンプライアンス相談窓口」を設置し、社内規程に基づきその

運用を行っております。

② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報は、法令、定款及び「文書管理規程」等の社内

規程、方針に従い、文書（紙または電磁的媒体）に記録して適切に保管及び管

理する体制をとっております。また、すべての取締役（監査等委員である取締

役を含む）はこれらの文書を閲覧することができるものとなっております。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

経営全般に関わるリスク管理を行うために、取締役会から権限を委譲された

「内部統制委員会」及び「内部監査室」を設置し、それぞれ規程の整備、運用

状況の確認を行うとともに、役職、業務内容に応じた必要な研修等を実施しリ

スク管理の浸透を図っております。

また、「内部統制委員会」を毎月１回開催し、コンプライアンス、リスクマ

ネジメント、情報セキュリティについて検討することにより、迅速な危機管理

体制を構築できるよう努めております。
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④ 当社グループの取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体

制

原則毎週１回の経営会議、毎月１回の定時取締役会、または臨時取締役会を

必要に応じ随時開催し、取締役及び執行役員間の情報の共有及び意思の疎通を

図り、業務執行に係わる重要な意思決定を行うとともに、取締役の業務執行状

況の監査を行っております。

職務執行に関する権限及び責任については、「取締役会規程」、「組織規程」

等の社内規程で定め、随時見直しを行っております。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

1. 当社経営理念・経営基本原則に基づいて制定した「コンプライアンス・マ

ニュアル」を子会社においても周知徹底させ、当社グループ全体のコンプ

ライアンス体制の構築を目指します。

2. 子会社管理の主管組織及び「グループ会社管理規程」を設け、重要事項に

関しては、当社に対して事前に報告することを義務づけており、そのうち

一定の事項に関しては取締役会の決議事項とすることにより、子会社経営

の管理を行っております。

3. 当社と子会社との間における不適切な取引または会計処理を防止するため、

内部監査室は、定期的に子会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締

役及び監査等委員会に報告することにより、業務全般に関する適正性を確

保します。

⑥ 監査等委員の職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項

監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査等

委員会と協議のうえ、合理的な範囲で内部監査室社員がその任にあたっており

ます。

⑦ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

内部監査室社員は、監査等委員または監査等委員会より指示された業務の実

施に関して、取締役からの指示、命令を受けません。また内部監査室における

人事異動に関しては、事前に監査等委員会に報告し、その了承を得ることとし

ております。

⑧ 当社グループの取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の

監査等委員への報告に関する体制及び報告した者が報告したことを理由に不利

な扱いを受けないことを確保するための体制

取締役及び使用人は、会社に対し著しい損害を及ぼす恐れのある事実が発生

する可能性が生じた場合もしくは発生した場合、または法令・定款に違反する
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重大な事実が発生する可能性が生じた場合もしくは発生した場合は、その事実

を監査等委員に報告しなければならないことになっております。

監査等委員に報告したことを理由に、人事その他社内処遇上、何らの不利益

な取り扱いをすることは行ないません。

⑨ 監査等委員の職務の執行について生じる費用の前払または償還手続きその他の

当該職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員が職務の執行について生ずる費用の前払または償還等の請求をし

たときは、当該請求に係る費用または債務が監査等委員の職務の執行に必要で

ないと認められる場合を除き、すみやかに当該請求に応じてこれを処理いたし

ます。

⑩ その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査等委員は、取締役会のほか経営会議等の会議にも出席し、重要事項の報

告を受けております。また、各種議事録、決裁書等により取締役等の意思決定

及び業務執行の記録を自由に閲覧することができます。このほか、監査等委員

は、内部監査室と連携及び協力するとともに、代表取締役との意見交換の場を

定期的に設けております。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法に規定する内部統制報告

書の有効かつ適切な提出のため、金融商品取引法その他関連法令に従い、子会

社を含めた当社グループの財務報告に係る内部統制システムの整備・構築を行

い、その仕組みが有効かつ適切に機能することを定期的・継続的に評価し、金

融商品取引法及び関係法令等との適合性を確保しております。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた体制

当社グループは、反社会的勢力に対する毅然とした対応を取ること、反社会

的勢力との一切の関係を拒絶することを「コンプライアンス・マニュアル」に

定め、すべての取締役及び使用人に周知徹底しております。また、反社会的勢

力による不当要求、組織暴力及び犯罪行為に対しては、顧問弁護士、警察等の

外部専門機関と連携し、解決を図る体制を整備しております。
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(2) 当社は、上記の基本方針に基づき、内部統制システムの整備及び運用状況につ

いて継続的に確認を行い、その適切な運用に努めております。当連結会計年度

における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりで

あります。

① 取締役の職務の適正の確保に関する事項

取締役会は、監査等委員3名を含む取締役7名で構成されております。原則毎

週1回の「経営会議」、毎月1回の「定時取締役会」、または「臨時取締役会」を

必要に応じ随時開催し、取締役間の情報の共有及び意思の疎通を図り、業務執

行に係わる重要な意思決定を行うとともに、取締役の職務の執行が法令及び定

款に適合するように監督いたしました。

当社の子会社の職務の執行状況及びその他経営上の重要事項については、子

会社の担当取締役より、経営会議及び定時取締役会において報告を行い情報の

共有を図っております。

② 損失の危険の管理に関する事項

当社は、「リスク管理規程」を適切に運用することで、リスク管理体制の構

築及び維持・整備に努めています。取締役会から権限を委譲された「内部統制

委員会」及び「内部監査室」を設置し、それぞれ規程の整備、運用状況の確認

を行うとともに、役職、業務内容に応じた必要な研修等を実施しリスク管理の

浸透を図っております。

当期においては、毎月1回「内部統制委員会」を開催し、コンプライアンス、

リスクマネジメント、情報セキュリティについて検討することにより、迅速な

危機管理体制を構築できるよう努めております。

③ コンプライアンスに関する事項

役職員に対し、コンプライアンス意識の向上及び不正行為等の防止を図るた

め、定期的に内部統制・インサイダー防止・情報セキュリティ等、コンプライ

アンスに係る各種研修を開催いたしました。また、「コンプライアンス・マニ

ュアル」に基づき、「コンプライアンス相談窓口」を設置しております。

④ 内部監査に関する事項

内部監査室が作成した内部監査基本計画に基づき、当社及びグループ各社の

内部監査を実施いたしました。

また、監査等委員会へ定期的に監査状況の報告を行うとともに、会計監査人

とは「財務報告に係る内部統制の監査」の過程で随時必要な情報交換を行う等

の連携を図りました。
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⑤ 監査等委員会に関する事項

2015年8月25日開催の定時株主総会における決議に基づき当社は監査等委員

会設置会社へ変更しており、取締役会における議決権を有する監査等委員であ

る取締役により、取締役会の監督機能を一層強化しております。

当社の監査等委員会は、社外取締役である監査等委員3名で構成されており

ます。当期においては、監査等委員会を毎月開催し、同委員会において代表取

締役との面談を毎月1回実施したほか、内部監査室とも連携し、定期的に内部

監査状況や内部統制の状況について報告を受けました。その他、会計監査人へ

のヒアリングを実施いたしました。

また、監査等委員は、取締役会のほか、経営会議にも出席し、取締役の業務

の執行状況やコンプライアンスに関する問題点を確認し、経営監視機能の強化

及び向上を図りました。

１１. 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと認識しておりま

す。将来に向けた事業の拡大及び企業体質の強化のための内部留保とのバランス

を考慮した利益配分を行うことを、基本方針としております。

当社では2009年８月27日開催の第11期定時株主総会において、会社法第459条

第１項に基づく剰余金の配当等が取締役会決議により行えるよう定款変更を行っ

ております。当事業年度につきましては、2022年７月８日の取締役会において無

配とさせていただく決議をしております。

なお、内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応す

べく、新規事業や新商品の開発への投資及び企業価値を高めるための投資など、

グループ全体の成長のために活用し、経営基盤の強化を図ってまいりたいと考え

ております。
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連結株主資本等変動計算書

（2021年６月１日から2022年５月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 341,136 471,876 △213,437 599,574

当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益

4,006 4,006

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 4,006 4,006

当期末残高 341,136 471,876 △209,431 603,580

（単位：千円）

その他の包括利益累計額

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券

評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益

累計額合計

当期首残高 951 15,030 15,982 8 615,565

当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純利益

4,006

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

6,970 15,554 22,524 1 22,525

当期変動額合計 6,970 15,554 22,524 1 26,532

当期末残高 7,921 30,585 38,507 9 642,097

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書

（2021年６月１日から2022年５月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合 計資 本

準備金

資 本
剰余金
合 計

その他
利 益
剰余金

利 益
剰余金
合 計繰越利益

剰 余 金

当期首残高 341,136 471,876 471,876 △206,968 △206,968 606,043

当期変動額

当期純利益 32,731 32,731 32,731

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 - - - 32,731 32,731 32,731

当期末残高 341,136 471,876 471,876 △174,237 △174,237 638,774

（単位：千円）

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 951 951 606,995

当期変動額

当期純利益 32,731

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

6,970 6,970 6,970

当期変動額合計 6,970 6,970 39,701

当期末残高 7,921 7,921 646,696

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(１) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称

AUN Thai Laboratories Co.,Ltd.

AUN Global Marketing Pte.Ltd.

AUN PHILIPPINES INC.

AUN Vietnam Co., Ltd.

連結範囲の変更

連結子会社であった台湾亞文營銷事業股份有限公司(AUN Taiwan Marketing,

Inc.)は清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

(２) 会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のないもの

移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当

額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

仕掛品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

建物（建物附属設備を除く）

定額法

建物以外

ａ．2007年３月31日以前に取得したもの 旧定率法

ｂ．2007年４月１日以降に取得したもの 定率法
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なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物 ７～39年

工具、器具及び備品 ５～10年

車両 ６年

但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採

用しております。

ロ．無形固定資産

ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

二．長期前払費用

取得してから契約期間に応じて均等償却を採用しております。

③重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負

担すべき額を計上しております。

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、AUN Vietnam Co., Ltd.の決算日は、３月31日であり

ます。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を

行っております。

その他連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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⑤収益及び費用の計上基準

当社グループは、国内外におけるマーケティング支援サービス及び海外におけ

るアセット関連サービスの提供をおこなっております。マーケティング支援サー

ビスは、主にSEO、PPC等の広告を提供しており、アセット関連サービスは、主に

物件賃貸、売買仲介、賃貸仲介サービスを提供しております。

このような業務又はサービスの提供を一体の履行義務と識別しております。

SEOやPPCなどの履行義務については、当社が顧客との契約における義務を履行

することにより、資産が生じる又は資産の価値が増加し、価値の増加に伴い顧客

が当該資産を支配することから、SEO及びPPCに関する業務の進捗によって履行義

務が充足されていくものと判断し、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積

ることができる場合にのみ、進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識して

おります。ただし、一部のSEO、PPCなどの広告業務において合理的に進捗度を測

定できない場合又はプロジェクト期間がごく短い場合、金額の重要性が乏しい場

合は、一時点（業務及びサービスが完了した時点）で収益を認識しております。

不動産の物件賃貸、物件売買、賃貸仲介などの履行義務については、当社が顧

客との契約における義務を履行することにより、資産が生じる又は資産の価値が

増加し、価値の増加に伴い顧客が当該資産を支配することから、一時点（所有権

の移転又はサービスが完了した時点）で収益を認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要

素は含まれておりません。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した

財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受

け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、従

来、一部の案件に係る業務又はサービスが完了した時点で収益を認識しておりま

したが、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に

係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方

法に変更しております。

また、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に

該当する取引については、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識

しておりましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で

収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに

定める経過的な取扱いに従っておりますが、当連結会計年度の期首の利益剰余金

に与える影響はありません。

収益認識会計基準を適用したことにより、当連結会計年度の売上高は844,379千

円減少、売上原価は844,379千円減少しております。
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（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定

会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年

７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、連

結計算書類に与える影響はありません。また、「金融商品に関する注記」において

金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項の注記を行うことといたしま

した。

３. 追加情報

（保有目的の変更）

保有目的の変更により、建設仮勘定から販売用不動産へ52,648千円を振替えてお

ります。

４．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項

目であって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があ

るものは、次のとおりです。

(１) 販売用不動産の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

販売用不動産 85,436千円

② その他の情報

販売用不動産の金額は取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、期末に

おける正味売却価額が取得原価よりも下落している場合には、正味売却価額

により評価し連結貸借対照表価額としております。

正味売却価額の算定における主要な仮定は、将来の販売見込価格であり、

個別物件ごとの販売予定価格および近隣相場の動向などを反映させておりま

す。また、必要に応じて外部の評価専門家による不動産鑑定を行い、評価額

を基礎として正味売却額の算定を行っております。見積りの前提条件に変化

があった場合、翌連結会計年度以降に売上総利益の減少、販売費及び一般管

理費の増加による営業利益の減少等の不利な影響を及ぼす場合があります。
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(２) 非上場株式の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

投資有価証券(非上場株式) 77,384千円

② その他の情報

投資有価証券（非上場株式）については、取得原価をもって連結貸借対照

表価額としておりますが、当該株式の実質価額が著しく低下したときは、回

復可能性の判断を行った上で、回復する見込みがあると認められる場合を除

き、減損処理を行います。回復可能性を合理的に判断するための将来利益計

画については、一定の仮定をおいており、その仮定には不確実性が伴います。

これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等に

より見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類におい

て投資有価証券評価損（特別損失）が発生する可能性があります。

(３) 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

当社は、新型コロナウイルス感染症の影響について、今後の広がり方や収

束時期等に関して不確実性が高い事象であると考え、本件が当社グループの

業績に与える影響については2023年５月期の一定期間にわたり当該影響が継

続するとの仮定を置き、会計上の見積りを行っております。

５．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 13,517千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,502,800株

（２）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

該当事項はありません。

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度になるもの

該当事項はありません。

７．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産で行っ

ています。なお、デリバティブに関連する取引は行っておりません。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従い、当社

営業部門及び管理部門が与信調査を実施し、経理部門では、取引先ごとの期日

管理を行い、回収遅延については営業部門と連絡をとり速やかに適切な処理を

行っております。

資金調達に係る流動性リスクについては、資金繰り表等により流動性を確保

すべく対応しております。
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（２）金融商品の時価等に関する事項

2022年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含め

ておりません。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

長期借入金※ 192,520 183,979 △8,540

※１年内返済予定の長期借入金も含めております。

(注)１.現金及び預金、受取手形及び売掛金、買掛金については短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

２.市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 77,384

優先出資証券 65,952

合計 143,337

(３)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ

れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位

が 最も低いレベルに時価を分類しております。

(４)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

当連結会計年度（2022年５月31日）

該当事項はありません。
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(５)時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

当連結会計年度（2022年５月31日）

（単位：千円）

時価

区分 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

該当事項はありません。 - - - -

資産計 - - - -

長期借入金（１年内返済予
定の長期借入金を含む）

- 183,979 - 183,979

負債計 - 183,979 - 183,979

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

借入契約毎に分類した当該長期借入金の元利金を同様の借入において想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており

ます。

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 85円58銭

１株当たり当期純利益 0円53銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

10．収益認識に関する注記

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自 2021年６月１日 至 2022年５月31日）

（単位：千円）

報告セグメント
合計

マーケティング事業 アセット事業

一時点で移転される財 23,342 - 23,342

一定期間の期間にわた

り移転される財
473,886 3,034 476,921

顧客との契約から生じ

る収益
497,229 2,524 499,753

その他の収益 - 510 510

外部顧客への売上高 497,229 3,034 500,264
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（２）収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「連結注記表 １.連結計算書類の作

成のための基本となる重要な事項に関する注記等 （２）会計方針に関する事項

⑤収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

顧客との契約から生じた債権、契約負債に関する情報は以下のとおりであり

ます。連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は、「売掛金」で

あり、これらの債権の回収期間は主に１ヶ月以内であります。なお、契約資産

はありません。また、契約負債は、流動負債の「前受金」に含まれております。

（単位：千円）

期末残高

（2022年５月31日）

顧客との契約から生じた債権 122,798

契約負債 8,566

（４）当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額

11,723千円

（５）履行義務の充足の時期が通常の支払時期の関係並びに契約資産及び契約負債

の残高に与える影響

契約資産はありません。契約負債は主に、顧客から受け取った不動産売買に関

する前受対価に関連するものです。なお、契約負債は、当該不動産の引渡時に履

行義務が充足し、売上高へ振替がなされます。

（６）残存履行業務に配分した取引価格

当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える取引はありませ

ん。なお、個別の契約期間が１年以内と見込まれる取引は実務上の便法を使用し、

記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格

に含まれていない重要な金額はありません。

11．その他の注記

該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のないもの

移動平均法による原価法

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産(リース資産を除く)

ａ．2007年３月31日以前に取得したもの 旧定率法

ｂ．2007年４月１日以降に取得したもの 定率法

なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物 ７～15年

工具、器具及び備品 ５～10年

但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を

採用しております。

ロ．無形固定資産

ソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

（３）引当金の計上基準

貸倒引当金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準

当社は、国内外におけるマーケティング支援サービスの提供をおこなっており
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ます。マーケティング支援サービスは、主にSEO、PPC等の広告を提供しておりま

す。

この業務又はサービスの提供を一体の履行義務と識別しております。SEOやPPC

などの履行義務については、当社が顧客との契約における義務を履行することに

より、資産が生じる又は資産の価値が増加し、価値の増加に伴い顧客が当該資産

を支配することから、SEO及びPPCに関する業務の進捗によって履行義務が充足さ

れていくものと判断し、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることがで

きる場合にのみ、進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しております。

ただし、一部のSEO、PPCなどの広告業務において合理的に進捗度を測定できない

場合又はプロジェクト期間がごく短い場合、金額の重要性が乏しい場合は、一時

点（業務及びサービスが完了した時点）で収益を認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要

素は含まれておりません。

２．会計方針の変更に関する注記

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下

「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又

はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取

ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、従来、

一部の案件に係る業務又はサービスが完了した時点で収益を認識しておりました

が、一定の期間にわたり充足される履行義務については、履行義務の充足に係る

進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法に

変更しております。

また、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する

取引については、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しており

ましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認

識する方法に変更しております。

収益認識会計基準を適用したことにより、当事業年度の売上高は750,626千円減

少、売上原価は750,626千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計

基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月

４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、計算書
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類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であっ

て、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のと

おりです。

(１) 非上場株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

投資有価証券(非上場株式) 77,137千円

② その他の情報

連結注記表「４.会計上の見積りに関する注記(２)非上場株式の評価」に同

一の内容を記載しているので、注記を省略しております。

(２) 関係会社株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 256,625千円

② その他の情報

関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額としておりますが、当

該株式の実質価額が著しく低下したときは、関係会社の事業計画を入手した

うえで、関係会社株式の実質価額の回復可能性の判断を行っております。関

係会社の事業計画においては、関係会社が属する市場環境等に一定の仮定を

おいており、その仮定には不確実性が伴います。これらの見積りにおいて用

いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが必要となった

場合、翌事業年度以降の計算書類において関係会社株式評価損（特別損失）

が発生する可能性があります。

(３) 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

連結注記表「４.会計上の見積りに関する注記(３)新型コロナウイルス感染症

の感染拡大の影響に関する会計上の見積り」に同一の内容を記載しているので、

注記を省略しております。
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４．貸借対照表に関する注記

イ．有形固定資産の減価償却累計額 6,755千円

ロ．関係会社に対する金銭債権または金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 1,838千円

関係会社に対する短期金銭債務 4,910千円

関係会社に対する長期金銭債権 168,679千円

関係会社に対する長期金銭債務 -千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引

営業取引 169,983千円

営業取引以外の取引 20,850千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の数

該当事項はありません。

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金 402千円

投資有価証券評価損 5,124千円

税務上の繰越欠損金 87,465千円

その他 2,284千円

繰延税金資産小計 95,277千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △87,465千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △7,811千円

評価性引当額小計 △95,277千円

繰延税金資産合計 -千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △3,496千円

繰延税金負債合計 △3,496千円

繰延税金負債の純額 △3,496千円
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８．関連当事者との取引に関する注記

（１）子会社等

（単位：千円）

種類 名称
議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引
内容

取引金額 科目 期末残高

子会社
AUN

PHILIPPINES
INC.

所有
直接 99.9％

役員の兼任

資金の
回収

(注)２
3,091

長期
貸付金

168,679

子会社
台湾亞文營銷
事業股份有限

公司

所有
直接 100.0％

役員の兼任
清算配当

金
(注)３

19,273
子会社
清算益

19,273

子会社
AUN Global
Marketing
Pte.Ltd.

所有
直接 100.0％

役員の兼任
広告サー
ビスの仕

入等
148,373 買掛金 4,392

（注）１.取引金額及び期末残高には消費税等を含んでおりません。
２.金利については市場金利を勘案して決定しております。
３.台湾亞文營銷事業股份有限公司は2021年6月30日に清算結了しており

ます。
(２）役員等

（単位：千円）

種類 名称 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員及び
その近親者

信太 明
銀行借入に
対する債務
被保証(注)

400,000 - -

（注）当社は、銀行借入に対して、代表取締役社長CEO信太明より債務保証
を受けております。当該債務保証に対し保証料の支払は行っておりませ
ん。当該債務被保証については、2022年４月までに解消しております。

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 86円19銭

１株当たり当期純利益 ４円36銭
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10. 重要な後発事象に関する事項

該当事項はありません。

11．収益認識に関する注記

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。

（２）収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおりであります。

（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記

を省略しております。

12．その他の注記

該当事項はありません。
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